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学校を中心とした地域活性化の可能性について
──南丹市美山町でのコミュニティ・スクールの展開から──























ており（南丹市教育委員会 2014 : 36），2016 年度からすべての小学校を順次コミュニティ・ス
クール化し，熟議（グループワーク・ワークショップ）を実施している。南丹市立美山小学校に
おいても，2016 年度よりコミュニティ・スクール推進校，2018 年度よりコミュニティ・スクー



































































として全国の市町等から注目されているとされる（岩松義秀 2016 : 1）。以下では，こうした南丹
市美山町の地域活性化及び住民組織について概観したい。
3.1．旧美山町の村おこしの歩み
南丹市美山町は，京都府の中央部に位置し，京都市へは 56 km，小浜までは 50 km の距離に












いる。1978 年から 1988 年までの第一期総合計画による「農林業の振興」，1989 年から 1992 年の
第二総合計画による「都市との交流と村おこしの推進」，1993 年から 2001 年の第三期総合計画
による「グリーン・ツーリズムと新産業おこし」，2001 年から 2006 年の南丹市合併までの「コ
ミュニティ・ビジネスの展開」の四期である（美山町 2004，中野修 2007，高御堂厚 2010，堂下














体化していった（湯川・柴田・寺田 2018 : 16-17）。1991 年には農業農村の活性化を目指した「緑
と清流の京都美山塾」が開講し活性化ビジョンが策定され（岩松 2016 : 5），1992 年には第三セ
クター「美山ふるさと株式会社」を設立し，土地・住宅を斡旋する定住促進部門を整備すること
で，転入者に対する受け入れ体制を整えた（中野 2007 : 40）。
第三期の村おこしは「グリーン・ツーリズムと新産業おこし」を目的として，1993 年より
「自然を生かした新産業おこし」や「かやぶきの里美山で自然と向き合うゆとりある休暇を」を




ズム整備構想想定委員会」が発足しモデル構想を策定した（中野 2007 : 40）。また 1995 年には









民間が支援するという形で村おこしが行われた（中野 2007 : 41，高御堂厚 2010 : 7-8，湯川・柴




けではなく，農産物や特産品の販売，高齢者の福祉活動などを行っている（橋本禅 2012 : 454）。
以上のような村おこしは時代の波に押されながら，時代のうねりを見極める先見性，そして指
























































































旧五村にあるという（堂下 2012 : 89）。また湯川も現地ヒアリングを通じ，感覚が五つとも違う
旧五村の対抗心は想像以上に強く，美山町以外の町村からはあきれられるぐらいのものであった
という（湯川 2018 : 268）。このことはさらに平成の大合併を契機として旧村単位のアイデンティ
ティが露出・再強化され，再浮上する可能性があるが，そのことが行政単位としての南丹市に帰
属しつつ，美山での共通の体験や記憶を持ち，幾層にも文化や歴史が重なった地域に住む多層的






委員会 2014 : 36），その後 2016 年からすべての小学校を順次コミュニティ・スクール化し，熟議
（グループワーク・ワークショップ）を実施している。南丹市立美山小学校も 2017 年度よりコミ






南丹市立美山小学校は 2016 年 4 月に，旧村である五地区にあった旧知井小学校，旧平屋小学
校，旧宮島小学校，旧鶴ヶ岡小学校，旧大野小学校が統合して開講した学校である。合併当時五
校の児童数は各 16～34 人と少なく，全 15 学級のうち 7学級が複式学級であった。統合後の美山















り夜間に開催され，概ね 90 分程度である。参加人数は当初 30 名程度であったが，教育委員会や
小学校が積極的に参加を呼びかけた回は参加者が多くなり，美山町で活動している大学生や
PTA 運営委員でない保護者が参加した際には，44 名，62 名の参加となっている。開催場所は，














































































































信樹 2017 : 3）。自律分散システムとしての地域社会では，住民，自治体，NPO，企業などの団体は地域社
会を構成する主体であるが，その主体である関係者が十分に話し合うことができその決定を正確に実行す
ることができれば，その結果は関係者にとってより効率的であり，このような選択の結果を合理的とす



































Putnam, R. D, 1993, Making democracy work : Civic tradition in modern Italy, Princeton University Press
＝2001，河田潤一訳『哲学する民主主義－伝統と改革の市民的構造－』NTT 出版．
















湯川宗紀 2018，「第 11 章 平成の大合併－美山町から南丹市へ－」田中滋編『都市の憧れ，山村の戸惑い
－京都府美山町という「夢」』晃洋書房，259-275.




活動に関する研究」（研究代表 近藤敏夫），及び平成 25～27 年度佛教大学総合研究所プロジェクト研究助
成「人口減少社会における持続可能な地域モデルの構築に関する研究」（研究代表 的場信樹），平成 28～30
年度科学研究費（基盤研究 B）助成「人口減少社会における持続可能な地域モデルの構築に関する研究」
（研究代表 的場信樹）による研究成果の一部である。
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